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１．経緯 

建築基準法は、建築物に係る安全確保のため、

最低限の基準を定めており、構造、防火等建築関

連の分野全般について多数の技術基準が定められ

ている。また、建築基準法以外にも、昨年制定さ

れた「津波防災地域づくり法」のように、建築関

連の技術基準が定められている法制度がある。 

これら建築関連の技術基準については、調査研

究や技術開発の進展、発生する災害の動向等に応

じ、適宜見直していく必要がある。このため、関

連の調査研究を進めるしくみとして、「建築基準

整備促進事業」が国土交通省補助事業として進め

られてきたが、これらの成果を踏まえた基準化を

進める体制として、平成23年度から国土技術政策

総合研究所（以下「国総研」という。）において、

外部識者等を含む体制を整備することとした。 

 

２．建築構造基準委員会 

上記のような観点から、国総研に「建築構造基

準委員会（委員長 久保哲夫 東京大学教授）」

を設置し、建築研究部で作成した技術基準原案に

ついて外部専門家の意見を反映させる体制とした。 

建築構造分野においては、昨年3月11日に東日本

大震災が発生したことから、被害を踏まえた早急

な対応が求められたため、4月12日に同委員会を設

置し、4月21日及び22日に同委員会による被災地の

現地調査を行った。これを踏まえ、6月8日に第1

回委員会を開催し、被害調査速報の確認、当面の

課題について審議した。さらに8月に第2回委員会

を開催し、精力的に検討を進め、10月の第3回委員

会において「東日本大震災を踏まえた津波避難ビ 

 

ル等に関する構造上の要件に係る暫定指針」につ

いて原案を提示し、了承された。その後、住宅局

において、技術的助言（平成23年11月17日付け国

住指第2570号）として発出され、また、この内容

が津波防災地域づくり法に基づく技術基準にも反

映されている。 

 また、委員会では、このほか大規模空間等にお

いて天井脱落に関する被害が多くみられたことか

ら、関連する技術基準についても検討していると

ころである。 

 

３．今後の予定 

 平成23年度は震災被害を踏まえた対応を中心に

基準の見直し体制を運営してきたが、今後、これ

ら以外についても調査研究等の進展に応じた技術

基準の見直しについて検討していく予定である。 

 また、平成24年2月に、国土技術政策総合研究所

において、木造３階建て学校の実大火災実験を実

施し、今後、これを踏まえた防火関連の技術基準

の見直しを検討していくため、防火・避難分野に

係る委員会を設置運営していくこととしている。 
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１．東日本大震災における下水道施設被害 

東北から関東地方の沿岸にある処理場等では、

津波による甚大な被害が生じた他、各地で下水

処理場120箇所及びポンプ場119箇所に機能損傷

や機能停止などの被害があった。また管路施設

は主に液状化を原因として132市町村642ｋｍの

管きょが被災し、1カ月程度の使用制限など、継

続的な下水道サービスの提供に支障が生じた。 

２．下水道の災害対応 

東日本大震災では、災害時に自治体間で支援

を行うための支援ルールの被害想定範囲を越え

ていたため、国土交通省が調整に乗り出した。 

未処理放流対策、市街地での溢水対策を最優

先課題とし、対応策の指導、関係機関への連絡

調整を行うため東北地方整備局に下水道災害復

旧本部を設置した。国総研からは復旧本部立ち

上げのため震災の翌日にＴＥＣ－ＦＯＲＣＥと

して現地入りし、その後も一カ月にわたり延べ

14名の人員を派遣し技術的指導等を行った。 

３．下水道地震･津波対策技術検討委員会 

東日本大震災で被災した下水道施設の、適切

な応急復旧及び再度災害を防止する本復旧を行

うため、（社）日本下水道協会と国土交通省で、

学識者等からなる｢下水道地震・津波対策技術検

討委員会｣を震災発生の1か月後の4月12日に設

置した。緊急対応、応急復旧、本復旧の技術的

課題に対し、技術的提言や復旧のあり方などを

順次取りまとめ公表した。国総研は委員会事務

局として被災の要因分析や復旧方策等の技術的

検討を行った。被災地では、これら提言に基づ

き、本復旧が進められている。 
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